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１ 調査の目的 

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現するため、長

時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等の総合的な対策として、「働き方改革関

連法」が 2019 年４月から順次施行されている。一方で、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止のため、テレワークや時差勤務の導入等働き方の変化を余儀なくされている。 

こうした状況にあって、労働者の働き方はどのようになっており、使用者や労働者が

どのような認識を有しているのか。今回の調査により、現在の所定労働時間や労働時間

管理の方法、働き方改革関連法についての認知度や取組状況、新型コロナウイルス感染

症の流行による働き方への影響等について把握し、労働環境整備の基礎資料とする。 

 

２ 調査の対象 

以下を調査の対象とした。 

(1)事業所：都内の常用従業者規模 30 人以上の 3,000 事業所 

(2)従業員：事業所調査の結果、協力を得られた事業所の正社員 2,000 人 

 

※調査対象事業所については、平成 28 年経済センサス‐活動調査（44,561 事業所）

より無作為抽出した。なお、常用労働者規模が 30 人未満と回答した事業所につい

ても集計対象とした。 

※調査対象従業員については、協力が得られた事業所に属する正社員を対象とした。 

 

３ 調査の方法 

事業所及び従業員に対してそれぞれ以下を調査の手法とした。 

(1)事業所：調査票の郵送配布、郵送回収 

(2)従業員：事業所を通じて調査票を配布し、その後、郵送にて直接回収 

 

４ 調査の期間 

事業所及び従業員本人に対してそれぞれ以下の期間で実態調査を実施した。 

(1)事業所：令和 2 年 9 月 14 日に郵送し、同年 10 月 12 日を返信投函〆切とした。 

(2)従業員：令和 2 年 10 月 16 日、23 日、30 日の３回に分けて事業所宛に郵送し、同

年 11 月 16 日を返信投函〆切とした。 
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５ 調査票の回収及び集計状況 

調査票の回収状況は、事業所及び従業員別に以下であった。 

 
発送数 

(A) 

回収数 

（B) 

有効回答数 

（C) 

回収率 

（B／A） 

有効回答率 

（C／A） 

事業所調査 3,000 962 962 32.1% 32.1% 

従業員調査 2,000 1,024 1,024 51.2% 51.2% 

 

６ 利用上の注意 

(1)集計表の数値は、小数点以下第 2 位を四捨五入しているので、割合の合計が 100％

とならない場合がある。 

(2)複数回答を可とした設問では、内訳の和が計の数値を超える場合がある。 また、

選択肢ごとに回答者数に対する割合を算出しているため、割合の合計が 100％を

超える場合がある。 

(3)概要及び報告書中に用いる「ポイント」とは、パーセントとパーセントとの差を

表す。 

(4)回答数が 10 社（人）未満の集計結果については、集計表にはそのまま表示した

が、報告書文中では原則として言及していない。 

(5)概要及び報告書中の図表の単位は、特に記載がある場合を除きパーセント（%）で

ある。 
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調査結果の概要
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１ 所定労働時間 

(1.1)１日の所定労働時間【事業所調査】 

○１日の所定労働時間は、｢8 時間｣が 48.2％で最も多く、次いで｢7.5 時間｣(17.6％)、

｢7.5 時間超 8 時間未満｣(15.1％)、｢7 時間以上 7.5 時間未満｣(10.8％)となってい

る。 

 

 

(1.2)休憩時間【事業所調査】 

○１日の休憩時間は、｢1 時間｣が 78.1％で最も多く、次いで｢45 分以上 1 時間未満｣

(10.3％)となっている。 

 

(1.3)１週の所定労働時間【事業所調査】 

○１週の所定労働時間は、｢40 時間｣が 47.7％で最も多く、次いで｢37.5 時間以上 40 時

間未満｣(28.8％)、｢35 時間以上 37.5 時間未満｣(8.6％)となっている。 

 

  

11..00

11..00

10.8

14.0

1177..66

1177..44

1155..11

2200..00

4488..22

4400..88

55..77

44..33

11..66

22..55

令和２年度（n=962）

平成28年度（n=838）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1日の所定労働時間

7時間未満 7時間以上7.5時間未満 7.5時間 7.5時間超8時間未満 8時間 8時間超 無回答

0.5

0.0

10.3

11.0

7788..11

7755..99

33..11

55..77

44..66

11..44

33..44

66..00

令和２年度（n=962）

平成28年度（n=838）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1日の休憩時間

45分未満 45分以上１時間未満 1時間 1時間超1.5時間未満 1.5時間以上 無回答

0.7

0.8

8.6

9.7

28.8

30.2

47.7

39.6

1.2

0.7

0.1

0.2

2.4

1.6

10.4

17.2

令和２年度（n=962）

平成28年度（n=838）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1週の所定労働時間

35時間未満 35時間以上37.5時間未満 37.5時間以上40時間未満

40時間 40時間超44時間未満 44時間

44時間超 無回答
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２ 労働時間の管理 

(2.1) 労働時間の管理方法(一般労働者)【事業所調査】 

○労働時間の管理方法は、一般労働者では｢タイムカード｣が 32.6％と最も多い。前回

調査(平成 28 年度)と比較すると、｢自己申告｣は 12.7％と、7.2 ポイント減少してい

る。 

 
(2.2) 労働時間の管理方法(管理職)【事業所調査】 

〇管理職についても｢タイムカード｣が 29.1％と最も多い。前回調査(平成 28 年度)と

比較すると、｢自己申告｣は 15.5％と、7.9 ポイント減少している。 

 

※平成 28年度調査では、｢タイムカード｣と｢IC カード｣は併せて一つの選択肢で、一般労働者 62.2％・

管理職 55.3％となっており、｢パソコンの使用時間の記録｣は選択肢になかった。 

(2.3) ｢その他の方法｣の具体的な管理方法(自由記述)【事業所調査】 

○｢その他の方法｣の具体的な管理方法としては、｢勤怠管理システム｣(39 件)、｢クラ

ウド型勤怠管理システム｣(7 件)、｢指静脈認証システム｣(2 件)などの記述があった。 

32.6

29.0

7.4

5.3

12.7

12.2

0.2

0.6

-

-

-

10.6

19.9

5.5

0.8

1.0

タイムカード

ＩＣカード

パソコンの使用時間の記録

上司が現認・記録

自己申告

その他の方法

時間管理していない

無回答

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

％
労働時間の管理方法（一般労働者）

令和２年度（n=962）

平成28年度（n=838）

29.1

27.8

7.8

4.0

15.5

11.3

3.4

1.1

-

-

-

7.2

23.4

5.1

6.1

3.0

タイムカード

ＩＣカード

パソコンの使用時間の記録

上司が現認・記録

自己申告

その他の方法

時間管理していない

無回答

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
％

労働時間の管理方法（管理職）

令和２年度（n=962）

平成28年度（n=838）
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(2.4) 勤務事業所の労働時間の把握方法【従業員調査】 

○勤務事業所の労働時間の把握方法については、｢タイムカード｣が 34.5％で最も多

く、次いで｢ＩＣカード｣(30.1％)、｢自己申告｣(25.0％)となっている。前回調査で

は｢自己申告｣が最も多く、32.4％であったが、今回 7.4 ポイント減少している。 

 

３ 働き方改革関連法の改正内容の認知度 

(3.1) 働き方改革関連法の改正内容の認知度【事業所調査】 

○法改正の認知度を聞いたところ、｢時間外労働の上限規制｣と｢年５日の年次有給休暇

の確実な取得｣は｢知っている｣が 9 割を超えた。その他の項目でも、｢知っている｣が

過半数を超えた。 

 

34.5

30.1

15.9

9.0

25.0

9.6

1.0

0.3

27.3

19.7

-

23.0

32.4

16.0

2.6

0.4

タイムカード

ＩＣカード

パソコンの使用時間の記録

上司が現認・記録

自己申告

その他の方法

時間管理していない

無回答

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
％労働時間の把握方法（複数回答可）

令和２年度（n=1,024）

平成28年度（n=1,061）

94.3

98.1

86.3

72.0

66.7

55.2

4.5

1.2

9.3

20.4

21.2

30.2

0.4

0.1

3.3

6.5

11.2

13.8

0.8

0.5

1.1

1.0

0.8

0.7

時間外労働の上限規制

年５日の年次有給休暇の確実な取得

月60時間超の時間外労働に対する

割増賃金率の引上げ

フレックスタイム制の拡充

勤務間インターバル制度の導入促進

高度プロフェッショナル制度の創設

0% 20% 40% 60% 80% 100%

働き方改革関連法の改正内容の認知度（n=962）

知っている 法改正は知っているが内容はよくわからない 知らなかった 無回答
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(3.2) 働き方改革関連法の改正内容の認知度【従業員調査】 

○法改正の認知度について、｢知っている｣が最も多かったのは｢年５日の年次有給休暇

の確実な取得｣で 88.3％、次いで｢時間外労働の上限規制｣(64.0％)となっている。 

〇｢知らなかった｣が最も多かったのは｢高度プロフェッショナル制度の創設｣で

42.4％、次いで｢勤務間インターバル制度の導入促進｣(39.7％)となっている。 

 
 

４ 時間外労働 

(4.1) 労使協定(３６協定)の締結状況【事業所調査】 

○労使協定(３６協定)の締結については、｢締結している｣が 93.9％となっている。前

回調査(平成 28 年度)と比較すると、｢締結している｣は 91.5％と、2.4 ポイント増加

している。 

 

  

64.0

88.3

44.5

44.8

33.0

25.6

27.1

7.4

26.2

29.5

27.0

31.5

8.2

4.0

28.5

25.3

39.7

42.4

0.8

0.3

0.8

0.4

0.3

0.5

時間外労働の上限規制

年５日の年次有給休暇の確実な取得

月60時間超の時間外労働に対する

割増賃金率の引上げ

フレックスタイム制の拡充

勤務間インターバル制度の導入促進

高度プロフェッショナル制度の創設

0% 20% 40% 60% 80% 100%

働き方改革関連法の改正内容の認知度（n=1,024）

知っている 法改正は知っているが内容はよくわからない 知らなかった 無回答

93.9

91.5

4.8

8.5

1.4

0.0

令和２年度（n=962）

平成28年度（n=838）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労使協定（３６協定）の締結の有無

締結している 締結していない 無回答
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(4.2) 労使協定(３６協定)の認知度【従業員調査】 

○労使協定(３６協定)については、｢締結しておりその内容を知っている｣が 58.9％を

占め、｢締結していない｣は 1.8％であった。前回調査(平成 28 年度)と比較すると、

｢わからない｣は 16.1％と、3.1 ポイント減少している。 

 
 

(4.3) 限度時間内の時間外労働の上限時間【事業所調査】 

((上上限限時時間間))  

○労働基準法で規定された上限時間(月 45 時間、年 360 時間)を上限としている事業

所が多くなっている。 

 

 

  

58.9

58.2

22.8

18.9

1.8

2.9

16.1

19.2

0.5

0.8

令和２年度

（n=1,024）

平成28年度

（n=1,061）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労使協定（３６協定）の認知度

締結しておりその内容を知っている 締結しているがその内容はよく知らない

締結していない わからない

無回答

1.8

1.0

1.9

2.6

6.4

6.6

11.0

11.2

6699..11

5555..55

33..44

66..66

6.4

16.3

令和２年度（n=903）

平成28年度（n=767）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

限度時間内の時間外労働の上限時間（1か月）

20時間未満 20時間以上30時間未満 30時間以上40時間未満 40時間以上45時間未満

45時間 45時間超 無回答

2.7

2.3

1.3

1.2

1.3

0.8

99..99

99..33

1.6

1.2

7722..11

6600..99

3.8

6.8

7.4

17.6

令和２年度（n=903）

平成28年度（n=767）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

限度時間内の時間外労働の上限時間（1年）

200時間未満 200時間以上250時間未満 250時間以上300時間未満

300時間以上330時間未満 330時間以上360時間未満 360時間

360時間超 無回答
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1時間以下

1.1%

2時間

1.1%
3時間

2.1%
4時間

3.1%

5時間

6.6%

6時間以上

10時間未満

18.9%

10時間以上

16.0%

無回答

51.0%

限度時間を超える時間外労働の上限時間（1日）

（n=700）

((上上限限時時間間のの平平均均))  

○各単位期間別の時間外労働の上限時間の平均は以下のとおりとなっている。 

・｢1 日｣  ：平均 6.6 時間(前回調査：平均 6.4 時間) 

・｢1 か月｣：平均 44.1 時間(前回調査：平均 45.1 時間) 

・｢1 年｣  ：平均 362.6 時間(前回調査：平均 381.7 時間) 

 

（4.4）限度時間を超える場合の時間外労働(特別条項)の上限時間【事業所調査】 

((上上限限時時間間))  

○限度時間を超える場合の時間外労働

の上限時間は、１か月では｢45 時間超

80 時間未満｣が 29.0％、１年では｢720

時間｣が 37.6％と、それぞれ最も多く

なっている。 
 

※特別条項を締結した場合であっても、 

ｱ)時間外労働年 720 時間以内 

ｲ)時間外労働＋休日労働が月 100 時間未満 

ｳ)時間外労働＋休日労働が２～６か月平均で

月 80時間以内 

である必要がある。 

 
 
  ((上上限限時時間間のの平平均均))  

○各単位期間別の限度時間を超える場

合の時間外労働の上限時間の平均は

以下のとおりとなっている。 

・｢１日｣  ：平均 8.2 時間 

・｢１か月｣：平均 75.8 時間 

・｢１年｣  ：平均 625.7 時間 

 
  

45時間未満

4.6%
45時間

4.1%

45時間超

80時間未満

29.0%

80時間

24.1%

80時間超

100時間未満

17.9%

100時間以上

3.3%

無回答

17.0%

限度時間を超える時間外労働の上限時間(1か月）

(n=700）

360時間未満

4.7%

360時間

5.0% 360時間超

500時間未満

5.3%

500時間以上

600時間未満

7.7%

600時間以上

720時間未満

17.3%720時間

37.6%

720時間超

3.6%

無回答

18.9%

限度時間を超える時間外労働の上限時間（1年）

（n=700）
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（4.5）３６協定及び特別条項の内容の見直し【事業所調査】 

○労働基準法改正を受けての３６協

定及び特別条項の内容の見直しに

ついては、｢見直しをしていない｣が

47.7％と最も多く、次いで｢見直し

た｣(38.8％)、｢見直しを検討中｣

(7.6％)となっている。 

 

 

 

 

 

（4.6）３６協定及び特別条項の具体的な見直し内容(複数回答可)【事業所調査】 

○具体的な見直し内容については、｢特特別別条条項項にによよるる時間外労働の上限時間の引引きき下下

げげ｣が 42.2％で最も多く、次いで｢限限度度時時間間内内のの時間外労働の上限時間の引引きき下下げげ｣

が 24.3％、｢特特別別条条項項にによよるる時間外労働の上限時間の引引きき上上げげ｣が 20.3％となって

いる。 

限限度度時時間間内内のの時間外労働の上限時間の引引きき下下げげ

特特別別条条項項にによよるる時間外労働の上限時間の引引きき下下げげ

限限度度時時間間内内のの時間外労働の上限時間の引引きき上上げげ

特特別別条条項項にによよるる時間外労働の上限時間の引引きき上上げげ

特別条項を発動する手続きの見直し

 限度時間を超えて労働させる場合の健康確保措置の設定

その他

無回答

24.3

42.2

10.3

20.3

14.1

17.7

6.2

5.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0
％

３６協定及び特別条項の具体的な見直し内容（複数回答可）（n=419）

 

 

  

見直した

38.8%

見直しを

検討中

7.6%

見直しを

していない

47.7%

無回答

5.9%

３６協定及び特別条項の内容の見直し（n=903）
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（4.7）労働時間管理の変化【従業員調査】 

○｢時間外労働の上限規制｣を受け

て労働時間管理の変化があった

かについては、｢変化があった｣

が 49.0％、｢変化はなかった｣は

31.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

（4.8）労働時間管理の具体的な変化の内容(複数回答可)【従業員調査】 

○労働時間管理に｢変化があった｣とした人に、変化の内容を聞いたところ、｢上司が

声掛けをするなど時間外労働しないように働きかけるようになった｣が 70.1％で

最も多く、次いで｢時間外労働を事前申告制にするなど労働時間の管理が厳しくな

った｣(57.4％)、｢従業員間の仕事の配分が見直された｣(24.9％)となっている。 

 
  

57.4

70.1

15.3

17.9

24.9

4.6

0.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

時間外労働を事前申告制にするなど

労働時間の管理が厳しくなった

上司が声掛けをするなど時間外労働しない

ように働きかけるようになった

会議や打ち合わせの時間が短くなった

時間外に会議や打ち合わせを

行わないようになった

従業員間の仕事の配分が見直された

その他

無回答

%

労働時間管理の具体的な変化の内容（複数回答可）（n=502）

変化が

あった

49.0%

変化は

なかった

31.2%

わからない

17.5%

無回答

2.3%

労働時間管理の変化（n=1,024）
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５ 年５日の年次有給休暇の取得 

(5.1) 年５日取得できなかった労働者の有無【事業所調査】 

○年５日の年休の取得については、｢年

５日取得できなかった労働者がいた｣

が 29.7％、｢いなかった｣が 67.7％で

あった。 

※調査では、改正労働基準法施行(年５日の

年休の取得が義務付けられた 2019 年４月

１日)前の直近一年間の状況について質問

した。 

 

 

(5.2) 年休の付与(10 日以上)【従業員調査】 

○年休が 10 日以上付与されたかについ

ては、｢10 日以上付与されていた｣が

85.4％、｢付与されていなかった｣は

3.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

(5.3) 年休の取得状況(年５日以上)【従業員調査】 

○10 日以上付与されていたと回答した

人にその取得状況を聞いたところ、

｢年５日以上取得できた｣が86.7％で、

｢取得できなかった｣は 12.8％であっ

た。 

 

※調査では、改正労働基準法施行(年５日の

年休の取得が義務付けられた2019年４月

１日)前の直近一年間の状況について質

問した。 

  

年５日取得で

きなかった労

働者がいた

29.7%

いなかった

67.7%

無回答

2.6%

年５日取得できなかった労働者の有無（n=962）

10日以上

付与されて

いた

85.4%

付与されて

いなかった

3.1%

無回答

11.4%

年休（10日以上）の付与の有無（n=1,024）

取得できた

86.7%

取得でき

なかった

12.8%

無回答

0.5%

年休（年５日以上）の取得の可否（n=875）
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(5.4) 年休取得のための取組【事業所調査】 

〇｢従前から取り組んでいた｣との回答が最も多かった項目は、｢半日単位での年次有給

休暇の取得｣で 71.0％となっている。 

〇｢法改正を契機に取り組んだ｣との回答が最も多かった項目は、｢上司などからの年次

有給休暇取得への積極的な働きかけ｣で 39.9％となっている。 

〇｢取り組んでいない｣との回答が最も多かった項目は、｢人員を増やす｣で 49.0％とな

っている。 

 

  

26.9

20.9

27.7

50.6

46.7

34.1

71.0

68.3

2.1

36.8

29.2

24.1

39.9

18.6

10.1

9.0

20.7

3.2

30.5

43.3

42.2

5.3

27.8

49.0

15.5

5.7

0.7

5.8

6.5

6.0

4.2

7.0

6.9

4.5

5.3

94.0

年次有給休暇取得のための目標設定

使用者が時季指定を行う

計画的付与制度（計画年休）の活用

上司などからの年次有給休暇

取得への積極的な働きかけ

従業員間の仕事の配分の見直し

人員を増やす

半日単位での年次有給休暇の

取得を可能とする

職場内で取得しやすい雰囲気を作る

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年休取得のための取組（n=962）

従前から取り組んでいた 法改正を契機に取り組んだ 取り組んでいない 無回答
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(5.5) 取得できなかった理由（複数回答可）【従業員調査】 

○年休を年５日以上取得できなかった理由については、｢業務量が多いため｣が 46.4％

で最も多く、次いで｢人員が不足しているため｣(43.8％)、｢病気や急な用事等もしも

の場合に備えて年次有給休暇を残しているため｣(37.5％)となっている。 

 

(5.6) 取得しやすくなると思う取組(複数回答可)【従業員調査】 

○どのような取組があれば取得しやすくなると思うかを聞いたところ、｢上司などから

の年次有給休暇取得への積極的な働きかけ｣が 44.2％で最も多く、次いで｢職場内で

取得しやすい雰囲気を作る｣(44.1％)となっている。 

 
  

37.5

46.4

43.8

1.8

3.6

10.7

5.4

11.6

4.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

病気や急な用事等もしもの場合に備えて

年次有給休暇を残しているため

業務量が多いため

人員が不足しているため

年次有給休暇を取得する理由の

説明を求められるため

人事評価への影響が心配だから

周りに年次有給休暇を

取得している人がいないため

年次有給休暇取得に対して否定的な上司・

同僚がおり、取得しにくい雰囲気があるため

その他

無回答

%
取得できなかった理由（複数回答可）（n=112）

23.2

11.7

17.9

44.2

24.2

24.1

20.2

44.1

3.4

2.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

年次有給休暇取得のための目標設定

（年次有給休暇取得計画表の作成等）

使用者が時季指定を行う

計画的付与制度（計画年休）の活用

上司などからの年次有給休暇

取得への積極的な働きかけ

従業員間の仕事の配分の見直し

人員を増やす

半日単位での年次有給休暇の取得を

可能とする

職場内で取得しやすい雰囲気を作る

その他

無回答

%

取得しやすくなると思う取組（複数回答可）（n=1,024）
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６ 勤務間インターバル制度 

(6.1) 勤務間インターバル制度導入の有無【事業所調査】 

○勤務間インターバル制度については、

｢導入している｣が 11.0％、｢導入を検

討している｣が 13.2％、｢導入の予定は

ない｣が 72.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

(6.2) 設定しているインターバル時間【事業所調査】 

○設定しているインターバル時間につ

いては、｢10 時間｣が 19.8％で最も多

く、次いで｢12 時間超｣(17.0％)、｢11

時間｣(16.0％)となっている。 

 

 

  

導入している

11.0%

導入を検討

している

13.2%

導入の予定

はない

72.8%

無回答

3.0%

勤務間インターバル制度導入の有無（n=962）

8時間未満

9.4%
8時間

11.3%

9時間

8.5%

10時間

19.8%

11時間

16.0%

12時間

8.5%

12時間超

17.0%

無回答

9.4%

設定しているインターバル時間（n=106）
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７ 多様で柔軟な働き方 

(7.1) 多様で柔軟な働き方の導入状況及び今後の意向【事業所調査】 

○｢既に導入済｣との回答が最も多かった項目は｢時差出勤制度｣で 53.3％、次いで｢在

宅勤務・テレワーク｣(40.4％)となっている。 

○｢今後導入したい｣との回答が最も多かった項目は｢フレックスタイム制｣で 15.4％、

次いで｢在宅勤務・テレワーク｣(9.8％)となっている。 

〇｢導入する考えはない｣との回答が最も多かった項目は｢週休３日制｣で 60.5％、次い

で｢サテライトオフィスなど勤務場所の変更｣(56.2％)となっている。 
 

 

 

  

40.4

10.1

26.5

53.3

21.9

2.2

10.3

1.7

2.9

7.6

3.3

0.2

9.8

9.4

7.1

8.7

15.4

5.9

26.7

56.2

41.6

16.9

34.9

60.5

99..88

1188..22

1177..55

1100..00

2200..11

2266..55

3.0

4.5

4.5

3.4

4.4

4.7

在宅勤務・テレワーク

サテライトオフィスなど勤務場所の変更

交替制勤務

時差出勤制度

フレックスタイム制

週休３日制

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入状況及び今後の意向（n=962）

既に導入済 導入済だがさらに拡大したい 今後導入したい 導入する考えはない わからない 無回答
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(7.2) 多様で柔軟な働き方の導入状況及び今後の希望【従業員調査】 

○｢既に導入されている｣との回答は、｢時差出勤制度｣が 43.8％で最も多く、次いで｢在

宅勤務・テレワーク｣(33.2％)、｢フレックスタイム制｣(22.3％)となっている。 

○｢導入されており拡大を希望する｣との回答は、｢在宅勤務・テレワーク｣が 17.3％で

最も多く、次いで｢時差出勤制度｣(15.4％)、｢フレックスタイム制｣(7.6％)となって

いる。 

〇｢今後導入してほしい｣との回答は、｢週休３日制｣が 54.5％で最も多く、次いで｢フ

レックスタイム制｣(35.3％)、｢サテライトオフィスなど勤務場所の変更｣(29.6％)と

なっている。 

〇｢導入を希望しない｣との回答は、｢交替制勤務｣が 35.1％と最も多く、次いで｢サテ

ライトオフィスなど勤務場所の変更｣(33.8％)、｢週休３日制｣(23.3％)となってい

る。 

 
  

33.2

8.5

16.8

43.8

22.3

1.2

17.3

4.4

4.2

15.4

7.6

1.8

17.7

29.6

19.0

20.3

35.3

54.5

17.3

33.8

35.1

10.6

17.0

23.3

1122..88

2211..77

2222..77

88..55

1166..22

1177..55

1.8

2.1

2.2

1.4

1.7

1.8

在宅勤務・テレワーク

サテライトオフィスなど

勤務場所の変更

交替制勤務

時差出勤制度

フレックスタイム制

週休３日制

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入・拡大を希望する働き方（n=1,024）

既に導入されている 導入されており拡大を希望する

今後導入してほしい 導入を希望しない

わからない 無回答
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８ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響等 

(8.1) 緊急事態宣言期間中(※)の事業所の総実労働時間の増減【事業所調査】 

○総実労働時間の増減は、｢減った｣が

65.0％、｢増えた｣が 8.0％、｢影響はな

かった｣が 25.6％であった。 

 

※調査では、令和２年４月７日～５月 25 日

の緊急事態宣言期間中の対応について質

問した。 

 

 

 

 

 

(8.2) 回答者自身の労働時間への影響【従業員調査】 

○回答者自身の労働時間への影響は、

｢影響はなかった｣が 49.5％、｢減っ

た｣が 37.8％、｢増えた｣が 11.1％で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

  

減った

65.0%
増えた

8.0%

影響は

なかった

25.6%

無回答

1.5%

緊急事態宣言期間中の総実労働時間の増減(n=962）

減った

37.8%

増えた

11.1%

影響は

なかった

49.5%

無回答

1.6%

回答者自身の労働時間への影響（n=1,024）



― 19 ―

 

 - 19 -

８ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響等 

(8.1) 緊急事態宣言期間中(※)の事業所の総実労働時間の増減【事業所調査】 

○総実労働時間の増減は、｢減った｣が

65.0％、｢増えた｣が 8.0％、｢影響はな

かった｣が 25.6％であった。 

 

※調査では、令和２年４月７日～５月 25 日

の緊急事態宣言期間中の対応について質

問した。 

 

 

 

 

 

(8.2) 回答者自身の労働時間への影響【従業員調査】 

○回答者自身の労働時間への影響は、

｢影響はなかった｣が 49.5％、｢減っ

た｣が 37.8％、｢増えた｣が 11.1％で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

  

減った

65.0%
増えた

8.0%

影響は

なかった

25.6%

無回答

1.5%

緊急事態宣言期間中の総実労働時間の増減(n=962）

減った

37.8%

増えた

11.1%

影響は

なかった

49.5%

無回答

1.6%

回答者自身の労働時間への影響（n=1,024）
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（8.3）事業所の総実労働時間が減った要因(複数回答可)【事業所調査】 

○総実労働時間が減った要因は、｢業務量の減少｣が 61.8％で最も多く、次いで｢営業

日数・時間の減少｣(41.3％)、｢事業所の全面的な休業｣(25.3％)となっている。 

 

 
 
（8.4）回答者自身の労働時間が減った要因(複数回答可)【従業員調査】 

○労働時間が｢減った｣と回答した人にその要因を聞いたところ、｢業務量の減少｣が

49.4％で最も多く、次いで｢事業所側の事情による勤務日数・時間の減少｣(43.7％)、

｢事業所の全面的な休業｣(19.4％)となっている。 

 

 
 

  

25.3

41.3

61.8

24.2

12.6

0.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

事業所の全面的な休業

営業日数・時間の減少

業務量の減少

休暇の取得促進

その他

無回答

%

総実労働時間が減った要因（複数回答可）（n=625）

19.4

43.7

49.4

17.8

12.1

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

事業所の全面的な休業

事業所側の事情による勤務日数・時間の減少

業務量の減少

事業所からの休暇の取得促進

その他

無回答

%
労働時間が減った要因（複数回答可）（n=387）
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（8.5）事業所の総実労働時間が増えた要因(複数回答可)【事業所調査】 

○総実労働時間が増えた要因は、｢業務量の増加｣が 92.2％で最も多くなっている。 

 

（8.6）回答者自身の労働時間が増えた要因（複数回答可）【従業員調査】 

○労働時間が｢増えた｣と回答した人にその要因を聞いたところ、｢業務量の増加｣が

83.3％で最も多くなっている。 

 

 

（8.7）回答者自身の事情による休暇の取得【従業員調査】 

○回答者自身の事情による休暇の取得は、

｢休みを取った｣が 22.6％、｢休みを取ら

なかった｣が 70.7％であった。 

 

 

 

 

  

5.2

92.2

20.8

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

営業日数・時間の増加

業務量の増加

その他

無回答

%
総実労働時間が増えた要因（複数回答可）（n=77）

12.3

83.3

19.3

2.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

事業所側の事情による

勤務日数・時間の増加

業務量の増加

その他

無回答

%
労働時間が増えた要因（複数回答可）（n=114）

休みを

取った

22.6%

休みを取ら

なかった

70.7%

無回答

6.7%

回答者自身の事情による休暇の取得（n=1,024）
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（8.8）休みを取った理由（複数回答可）【従業員調査】 

○休みを取った理由については、｢新型コロナウイルス感染症に感染するリスクがあ

るため｣が 24.7％で最も多く、次いで｢保育園等の休園や登園自粛等に対応するた

め｣(23.4％)、｢小学校等の臨時休校等に対応するため｣及び｢あなた自身に発熱等体

調不良が見られたため｣(21.6％)と続いている。 

 

 

 

（8.9）感染拡大や緊急事態宣言に対応するための取組【事業所調査】 

○緊急事態宣言に対応するための

取組は、｢行った｣が 92.8％、｢行

っていない｣が 4.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21.6

23.4

24.7

21.6

9.5

20.8

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

小学校等の臨時休校等に対応するため

保育園等の休園や登園自粛等に対応するため

新型コロナウイルス感染症に感染するリスクがあるため

あなた自身に発熱等体調不良が見られたため

家族に発熱等体調不良が見られたため

その他

無回答

%
休みを取った理由（複数回答可）（n=231）

行った

92.8%

行って

いない

4.8%

無回答

2.4%

感染拡大や緊急事態宣言に

対応するための取組（n=962）
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（8.10）感染拡大や緊急事態宣言の影響による働き方の変化【従業員調査】 

○｢変化があった｣が 69.7％、｢変化はな

かった｣が 27.5％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8.11) 具体的な取組(複数回答可)【事業所調査】 

○感染拡大や緊急事態宣言に対応するための具体的な取組では、｢出張の中止・制限・

延期｣が 67.6％で最も多く、次いで｢在宅勤務・テレワークの導入｣(59.8％)、｢WEB

会議、TV 会議の導入｣(56.8％)となっている。 

〇｢導入｣と｢拡大｣で分けた取組については、｢フレックスタイム制｣を除き、｢導入｣の

割合の方が高くなっている。 

 
  

59.8

24.1

12.5

19.8

9.9

48.7

23.3

9.3

11.9

56.8

37.5

67.6

28.6

31.8

21.1

5.8

6.3

0.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

在宅勤務・テレワークの導入

在宅勤務・テレワークの拡大

サテライトオフィスなど勤務場所の変更

交替制勤務の導入

交替制勤務の拡大

時差出勤制度の導入

時差出勤制度の拡大

フレックスタイム制の導入

フレックスタイム制の拡大

WEB会議、TV会議の導入

WEB会議、TV会議の拡大

出張の中止・制限・延期

営業日・営業時間の見直し

オフィスレイアウトの変更

休憩時間の分散取得

週休３日制の導入

その他

無回答

%
具体的な取組（複数回答可）（n=893）

変化が

あった

69.7%

変化は

なかった

27.5%

無回答

2.7%

感染拡大や緊急事態宣言の

影響による働き方の変化（n=1,024）
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（8.12）具体的な働き方の変化(複数回答可)【従業員調査】 

○｢WEB 会議、TV 会議の実施｣が 71.0％で最も多く、次いで｢在宅勤務・テレワークの

実施｣(69.3％)、｢時差出勤制度の実施｣(53.6％)となっている。 

 

 
  

69.3

10.6

13.9

53.6

14.7

71.0

48.3

17.6

27.2

15.5

5.5

2.9

0.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

在宅勤務・テレワークの実施

サテライトオフィスなど勤務場所の変更

交替制勤務の実施

時差出勤制度の実施

フレックスタイム制の実施

WEB会議、TV会議の実施

出張の中止・制限・延期

営業日・営業時間の見直し

オフィスレイアウトの変更

休憩時間の分散取得

週休３日制の実施

その他

無回答

%

具体的な働き方の変化（複数回答可）（n=714）
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(8.13) 調査時点(令和２年 10 月１日現在)における継続状況【事業所調査】 

○取組内容の調査時点における継続状況については、｢継続している｣は｢WEB 会議、TV

会議の拡大｣が 96.7％で最も多く、次いで｢WEB 会議、TV 会議の導入｣(94.3％)、｢オ

フィスレイアウトの変更｣(90.8％)となっている。 

○一方で、｢継続していない｣は｢週休３日制の導入｣が 86.5％で最も多く、次いで｢交

替制勤務の導入｣(52.0％)、｢交替制勤務の拡大｣(50.0％)となっている。 

〇｢導入｣と｢拡大｣で分けた取組については、全ての取組で｢拡大｣の方が｢継続してい

る｣の割合が高くなっている。 
 

 

  

70.2

79.1

60.7

48.0

50.0

80.5

84.1

59.0

69.8

94.3

96.7

80.1

61.6

90.8

84.0

13.5

69.6

28.3

20.5

38.4

52.0

50.0

18.4

15.4

39.8

29.2

4.5

2.7

18.4

37.6

8.1

14.9

86.5

25.0

1.5

0.5

0.9

0.0

0.0

1.1

0.5

1.2

0.9

1.2

0.6

1.5

0.8

1.1

1.1

0.0

5.4

在宅勤務・テレワークの導入（n=534）

在宅勤務・テレワークの拡大（n=215）

サテライトオフィスなど勤務場所の変更（n=112）

交替制勤務の導入（n=177）

交替制勤務の拡大（n=88）

時差出勤制度の導入（n=435）

時差出勤制度の拡大（n=208）

フレックスタイム制の導入（n=83）

フレックスタイム制の拡大（n=106）

WEB会議、TV会議の導入（n=507）

WEB会議、TV会議の拡大（n=335）

出張の中止・制限・延期（n=604）

営業日・営業時間の見直し（n=255）

オフィスレイアウトの変更（n=284）

休憩時間の分散取得（n=188）

週休３日制の導入（n=52）

その他（n=56）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

調査時点における継続状況

継続している 継続していない 無回答
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（8.14）変化があった働き方の継続希望【従業員調査】 

○｢継続したい｣が最も多かったのは｢フレックスタイム制の実施｣で 82.9％、次いで

｢WEB 会議、TV 会議の実施｣(82.2％)、｢時差出勤制度の実施｣(77.8％)となってい

る。 

〇｢継続したくない｣が最も多かったのは｢出張の中止・制限・延期｣で 31.9％、次いで

｢交替制勤務の実施｣(11.1％)、｢営業日・営業時間の見直し｣(10.3％)となっている。 

〇｢出張の中止・制限・延期｣を除き、全ての項目で｢継続したい｣が｢継続したくない｣

を上回っている。 

 
 

71.3

44.7

53.5

77.8

82.9

82.2

25.8

55.6

58.8

63.1

38.5

66.7

7.3

9.2

11.1

5.2

2.9

3.9

31.9

10.3

9.3

7.2

7.7

23.8

19.8

43.4

33.3

15.4

13.3

12.4

40.0

31.0

30.4

28.8

51.3

9.5

1.6

2.6

2.0

1.6

1.0

1.4

2.3

3.2

1.5

0.9

2.6

0.0

在宅勤務・テレワークの実施（n=495）

サテライトオフィスなど勤務場所の変更（n=76）

交替制勤務の実施（n=99）

時差出勤制度の実施（n=383）

フレックスタイム制の実施（n=105）

WEB会議、TV会議の実施（n=507）

出張の中止・制限・延期（n=345）

営業日・営業時間の見直し（n=126）

オフィスレイアウトの変更（n=194）

休憩時間の分散取得（n=111）

週休３日制の実施（n=39）

その他（n=21）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

変化があった働き方の継続希望

継続したい 継続したくない どちらともいえない 無回答
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